
1

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 712 施策 就労と働きやすい環境づくりへの支援

管理事業　　　　　　　　　　　　　　勤労者福祉共済事業 1 枚のうち 枚目

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 勤労者福祉共済給付事業 地域経済振興室
吹田市勤労者福祉共済条例に基づき、月額700円を掛金として、結
婚・出産祝金・災害・傷病見舞金などの給付事業を行う。

市が独自に実施し
ている事務

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

昨今、雇用形態の多様化が進んでいることから、現在の福祉共済の制度では
対象外である雇用形態の従業員が利用できる制度へ変更するよう条例及び
条例施行規則を改正する予定である。

平成 30 年度

拡充（千円）

13,753
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

② 勤労者福祉共済福利事業 地域経済振興室
吹田市勤労者福祉共済条例に基づき、月額700円を掛金として、余暇
事業などの各種福利事業を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

昨今、雇用形態の多様化が進んでいることから、現在の福祉共済の制度では
対象外である雇用形態の従業員が利用できる制度へ変更するよう条例及び
条例施行規則を改正する予定である。

平成 30 年度

拡充
6,958

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

③
勤労者福祉共済システム

事業
地域経済振興室

勤労者福祉共済にかかる会員情報管理や掛金徴収、福利事業や給
付事業など業務全般の情報管理を担う「勤労者福祉共済システム」を
賃貸借し必要な保守及び更新を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

現状のシステムを踏まえ、今後よりスムーズな制度を運営できるよう、追加す
るべき内容等を検討し、より機能的なシステム運営を目指す。

平成 30 年度

継続
1,363

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

④ 積立金事業 地域経済振興室
吹田市勤労者福祉共済基金条例に基づき、基金の運用から生ずる
預金利子等を積み立てる

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

さまざまな事象に対応できるよう、一定の金額を確保しておく必要がある。
平成 30 年度

継続
2,834

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

実施区分

⑤

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

⑥

（千円）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

※課題があるものは■

一般事務事業 地域経済振興室

事業名 所管室課 事業名


